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１．事業の概要

人口や産業が集中し、汚濁負荷が滞留しやすい閉鎖性海域である東京

湾、伊勢湾及び瀬戸内海においては、陸域からの汚濁負荷の総量を削減

する水質総量規制が実施されているが、大規模事業場からの汚濁負荷は

これまでの規制により一定の削減が達成されており、その他の対策の重

要性が相対的に高まっている。そこで、生活排水対策や面源系負荷の削

減といった諸施策を最適に実施するための検討を行い、次期水質総量規

制における各汚濁負荷源別の削減目標量に反映することにより、効果的

な海域環境の改善に資するものである。

また、次期水質総量規制の効果を的確に把握するため、新たな水環境

指標としての底層の溶存酸素と透明度に対応した調査体制を構築するも

のである。

２．事業計画

調 査 項 目 Ｈ21ｄ Ｈ22ｄ Ｈ23ｄ

次期水質総量規制における汚濁負荷対策の最適化

新たな水環境指標に対応した調査体制構築

３．施策の効果

生活排水対策や面源系負荷の削減といった諸施策を最適に実施するた

めの検討を反映した各汚濁負荷源別の削減目標量に基づく次期水質総量

規制を実施することにより、効果的な海域環境の改善が図られるととも

に、新たな水環境指標に対応した調査体制を構築することにより、次期

水質総量規制の効果を的確に把握することができる。



次期水質総量規制における汚濁負荷対策の最適化と
新たな水環境指標の調査体制構築に向けた検討調査

水質総量規制
－主要な閉鎖性海域を対象に、陸域からの汚濁負荷の総量を削減するため、昭和54年
から実施
－対象項目はCOD、窒素及びりん
－水質の改善等一定の効果はあったものの、貧酸素水塊などの問題が依然として発生
－現在は平成21年度を目標年度とした第６次水質総量規制を実施中

第６次水質総量規制の実施に向けた検討において、今後の課題として

○効果的な対策の検討が必要
－特に、これまで一定の削減が図られ
てきた大規模事業場以外の汚濁負荷
源（生活系、小規模・未規制事業場、
面源系）に対する対策を実施していくこ
とが重要との指摘

生活排水対策や面源系負荷の削減と
いった諸施策を最適に実施するための

検討

次期水質総量規制における各汚濁
負荷源別の削減目標量に反映

新たな水環境指標として、
底層の溶存酸素、透明度を検討中

次期水質総量規制の実施による
効果的な海域環境の改善

○目標とすべき水質の検討が必要
－海域環境の変化や新たな科学的知
見を踏まえ、目標とすべき水質とその
評価についての検討が必要

産
業
界
か
ら
も
指
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新たな水環境指標に対応した
海域調査体制の構築

次期水質総量規制の効果の
的確な把握

＜閉鎖性海域の水環境改善の推進＞
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